
令和７年度

静岡県企業脱炭素化支援センター事業紹介

　         ～ 個社支援の強化へ ～

公益財団法人 静岡県産業振興財団　企業脱炭素化支援センター　　



センターの基本方針と第一期の取組概要（令和４～６年度）
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まずはファーストステップである「知る」を中心に、メリット等の情報発信に注力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●ワンストップ相談窓口

●普及啓発(基礎)セミナー

●CO₂見える化導入補助金

●人材育成研修

●専門家の紹介

●補助金等の紹介

●外部機関等の紹介

●取組事例の紹介

企業が脱炭素化を目指す際のフロー　　

 
 
目
的

・第４次静岡県地球温暖化対策実行計画の削減目標を達成するため、排出量が大きい
 産業、業務部門を中心に、本県企業の脱炭素化を推進する。
・特に、事業所数の大多数を占める中小企業等の脱炭素化を推進する。

  

基
本
方
針

・各企業には、カーボンニュートラルに取り組むメリットについて提示し、理解を得た
 うえで、それぞれに合った支援を行う。
・企業が脱炭素化を目指す際のフローに応じて、①知る（情報収集・発信）、②測る
（CO2排出量把握）、③CN実行支援の３つの段階に分けて支援に取り組む。

  

第
一
期
の
取
組
概
要
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これまでの取組と実績（令和4～6年度）

脱炭素化に関する相談にエネルギー管理士や技術士等の専門家が対応

① ワンストップ窓口相談

※令和4年～令和6年度累計（令和6年12月末時点）

1,000 件

産業、業務、運輸部門の中小企業を中心に、脱炭素化の重要性を理解してもらうための支援を実施

② 普及啓発セミナー参加者 960 名

③ 専門家向け研修参加者 30 名

④ 企業担当者向け研修参加者 280 名

⑤ フォーラム会員数 1,300 名

県内の自治体・金融機関・商工会議所・各種組合等と連携し、普及啓発セミナーを実施

座学研修・現場実習等をとおし専門家を発掘・育成

会員向けに脱炭素セミナーや補助金等の有益な情報を発信

脱炭素化に精通した従業員を育成するための研修を実施
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実
績 1,055 名

779 件

1,040 名

61名

521 名

県内優良事例の創出＆普及のため、

実際に20件以上の企業を訪問し、

事例集を作成しています。



静岡県における脱炭素化の現状

「CO2排出量見える化」を実施後、より具体的な計画の策定に着手する企業が増加している
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「CO2見える化導入補助金」・「静岡県温室効果ガス排出削減計画書・報告書」・「しずおかＧ

Ｘサポート」等の普及により、CO2排出量を把握する企業が増加している

●ワンストップ相談窓口

●普及啓発(基礎)セミナー

●CO₂見える化導入補助金

●計画策定支援

●専門家の育成・紹介

●専門家派遣支援

●CN伴走支援

●先端情報・事例の紹介

企業が脱炭素化を目指す際のフロー　【第二期の取組概要】

●省エネ設備更新支援
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第二期の重点施策と目標（令和７～９年度）

脱炭素化の具体的な取り組みを促進するために、個々の企業への支援を強化

重点施策①　カーボンニュートラルに向けた個社支援　　 ⇒Ｐ６へ　　　　　　　　

重点施策②　実践支援を推進する専門家の育成・派遣　   ⇒P７へ

重点施策③　脱炭素経営の普及啓発と先端情報を発信 　⇒Ｐ８へ

実践企業数 　 専門家育成 　　30 件 15 名

フォーラム会員数 　 窓口相談件数 　　1,300人 1,000 件

＜内部目標＞

計画策定研修におけるグループワーク

専門家による現場診断

＜KPI＞

・CO2排出量を把握する企業が増加している中、カーボンニュートラル　

　達成に向けて、個社の取組への支援強化が必要

・個社支援を強化するに当たり、支援を推進する専門家の育成が必要

・カーボンニュートラルに取り組む企業の裾野を広げていくため、引き続

　き普及啓発が必要

※センターの支援によりＣＮに取り組んだ企業数　　　※センターによる実習研修等を受けた専門家数

 
 
重
点
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重点施策①　カーボンニュートラルに向けた個社支援　　　　　

自社のCO2排出量削減計画を策定し、具体的な脱炭素化行動に

つなげるための企業向け人材育成研修を行います。

企業向けCO2排出量削減計画策定研修（中小機構と連携）

CN伴走支援サポート事業（中小機構と連携） 

中小企業基盤整備機構のハンズオン支援や県内専門家の活用によりCN達成に向けた取り組みを企業脱炭素化支援セン

ターが長期的にサポートします。支援先はモデル企業としてフォーラムイベント等で先進的な取組事例として紹介します。

CO2削減計画の策定及び専門家の派遣による計画のブラッシュアップや実行を支援します

企業向けCO2排出量削減計画策定研修参加企業から脱炭素化に、

より積極的な企業を選定し、中小企業基盤整備機構または企業脱炭

素化支援センターが専門家を派遣します。

トライアル専門家派遣 ／ 中小機構による相談・助言（中小機構と連携）

過去に作成した計画のブラッシュアップや、計画を着実に実行したい企業を対象に、企業脱炭素化支援センター登録の

専門家による相談や助言を実施します。

センターによる伴走支援

カーボンニュートラル達成に向け、より本格的に取り組みたいという方

計画のブラッシュアップをしたい方、計画を着実に実行したい方

カーボンニュートラルに着手したいが、進め方が分からない方
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重点施策②　実践支援を推進する専門家の育成・派遣　　 　　　

専門家向け現場実習研修 ＆ トライアル専門家派遣

【専門家向け現場実習研修】

実際の企業を研修の現場として実習型研修を実施します。省エネ調査に必要な知識やノ

ウハウを習得し、効果的かつ実現可能な提案を行う事ができる脱炭素分野の専門家を

育成します。

【トライアル専門家派遣】

企業向けCO2排出量削減計画策定研修参加企業から脱炭素化により積極的な企業を

選定し、専門家向け現場実習研修を修了した専門家を派遣します。

技術士やエネルギー管理士等を対象とし、脱炭素視点で省エネ調査・助言を行える専門家を育成・派遣します

財団の登録専門家を派遣し、中小企業の脱炭素化に関する経営課題を解決します。

派遣回数 ： 一社あたり最大５回

企業負担金額 ： 派遣１回あたり11,000円　＋　旅費

専門家派遣制度（財団：革新企業支援チーム）

クランプメーターによる電流測定

エアー漏れ等の確認

経営者への提案
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重点施策③ 　脱炭素経営の普及啓発と先端情報を発信

普及啓発セミナー

自治体や金融機関、商工会・商工会議所、各種企業組合

等と連携し、脱炭素経営をメインテーマとした総合セミ

ナーをはじめ、テーマ別セミナーや個別相談会を実施し

ます。

国の脱炭素政策やEU関連情報の他、カーボンフットプ

リントやJクレジット等の情報を発信します。また、ペロ

ブスカイトやCCS、水素等の情報も発信します。

フォーラムイベント先端情報の発信

企業に展示・プレゼンの場を提供しマッチングを創出し

ます。また、先進的な取組事例の紹介による横展開を

行い、企業の脱炭素化への取組を後押します。

自社の競争力向上やコスト削減につながる有益な情報を提供します

企業脱炭素化支援センターでは、自社の競争力向上・優位性確保、エネルギーコストの削減、従業員のモチベ

ーション向上等、様々なメリットをもたらす脱炭素に関する有益な情報を提供するため、各種セミナーの開催

や先端情報の発信を行います。

環境ブランディングセミナー

自社の強みやブランドを確立し、競合との差別化を図り

ながら脱炭素化による企業価値向上を目指すセミナー

を実施します。セミナーでは、事例を交えながら、最終製

品を持たない製造業の脱炭素化への取組を通じた価格

転嫁に関するテーマも取り扱います。
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令和７年度事業スケジュール　　　　　　



実施項目③-2　実践支援よる事例創出と横展開　　　　　

ご清聴ありがとうございました

【問い合わせ先】

（公財）静岡県産業振興財団　企業脱炭素化支援センター

〒420-0853　静岡市葵区追手町44-1　静岡県産業経済会館４階

 電話：054-273-4437    メール：newinnovate@ric-shizuoka.or.jp センターHP


